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第６章

東アジア地域・貿易リンクモデル

植 村 仁 一

はじめに――貿易リンクモデルとは

本章では，「貿易リンクモデル」という言葉を，�１狭義には各国のマクロ
計量モデルを貿易関係に基づいて介して接続するモデル（方程式群，プログ

ラム群），および�２広義の概念的にはそのように接続した全体（多くの国モデ
ルがまとまったシステム全体）の両方で用いる場合があるが，とくに後者の意

味で，しかも今回現実に作成された全体モデルには固有名をつけ，「東アジ

ア地域モデル」と呼ぶことにする。

第２章で紹介したマクロ計量モデルは，基本的に一国の経済（１）を同時方程

式体系で表現したシステムであり，その同時方程式（連立方程式）という数

学的特性からシステム全体で一貫した解が得られるという特徴がある。こ

のため，政策立案に際しての各種シナリオを想定したシミュレーション試

験や，特定の外生ショックの各内生変数への波及効果の測定（経済予測もこ

の範疇に入る）などに広く用いられてきたことはすでに述べたとおりである。

これを一歩進めてみるとある国の財・サービスの輸入は他の国の財・サー

ビス輸出の一部であるという関係を，各国モデルを貿易を通じて接続する，

というアイデアが生まれる。１９７０年代からペンシルバニア大学のクライン

（L.R. Klein）教授を中心にこうした「世界モデル」の構築が行われてきた

（「プロジェクト・リンク（Project LINK）」）。個別のモデルは各国の代表的
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な研究者や研究機関が構築したものである。その後カナダ・トロント大学

に拠点を移し（国連Department of Economic and Social Affairsと共同），８０ほど

の国々のモデルを接続した運用が行われてきた。なお，プロジェクト・リ

ンクでは「各国モデルにおいて諸外国の輸出入関数を含むことが実際的で

ない」ことから貿易連関ブロックという仕組みを導入し，その中で各国の

輸出入と輸出入価格を整合的に決定している（稲田１９９１）。

１．貿易リンクシステムの概要

ところで，現実の世界では，各国経済は貿易だけでなく，投資（工場を建

てて操業するといった経営を行う「直接投資」と，経営を目的とせず，証券市場

等での運用を目論む「間接投資」がある）や人的移動，海外送金といったさま

ざまなチャネルで結ばれている。ある国の労働者が別の国で海外労働者と

して労働力を売り（サービス輸出），対価として得た賃金を自国に送り（海外

送金），自国で待つ家族がそのカネで他国からの輸入品を買う（財輸入に基づ

く消費），などということは日常的に行われていることであり，こうした情

報はそれぞれ統計に表れてくる。

このような多種の人的・物的交流を相手国別にすべて記述し，モデルに

組み込もうとするのは，データが存在し，しかも安定的な関係式が得られ

るという理想的な条件が満たされる場合であっても，（物理的には）不可能

ではないが，考えるだけでもぞっとする作業量が発生することは想像する

に難くない。

一般に貿易リンクモデルという場合，各国モデルの接続は貿易を通じた

部分に特化し（Nakamura１９９０，Toida, Ymaji and Uemura１９９４，樋田・山路・

植村１９９４，Uemura２０００；２００１，尾崎２００５など，ほとんどがこの方式である），

国際間の（とくに間接）投資や送金といったカネの流れを直接的に導入する

ことは少ない（各国モデル内でそのような変数を扱うことは考えられる）（２）。

なお本章では「貿易リンクシステム」という用語を，狭義には各国の貿

易のやりとり部分を担うモデルブロックを指すように用いているが，とく

に混乱を招くおそれのない場合，各国モデルすべてを含む「広義の貿易リ
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国名 ラベル

１ オーストラリア Australia 01aus

２ 中国 China 02chn

３ 香港 Hong Kong 03hkg

４ インドネシア Indonesia 04idn

５ インド India 05ind

６ 日本 Japan 06jpn

７ カンボジア Cambodia (Khmer) 07khm

８ 韓国 Korea 08kor

９ ラオス Laos 09lao

１０ ミャンマー Myanmar 10mmr

１１ マレーシア Malaysia 11mys

１２ ニュージーランド New Zealand 12nzl

１３ フィリピン Philippines 13phl

１４ シンガポール Singapore 14sgp

１５ タイ Thailand 15tha

１６ 台湾 Taiwan 16twn

１７ 米国 United States 17usa

１８ ベトナム Viet Nam 18vnm

１９ ユーロ地域 Euro Area 19eur

表６―１ リンク対象国名とラベル

（出所） 筆者作成。

ンクモデル」の意味で「貿易リンクシステム」という用語も用いている。

われわれの開発した貿易リンクモデルは，各国間を財種別の貿易で接続

することにより，貿易量そのものの変化のみならず，政策変更，条約締結

等にともなう支出構造の変化など各国内で起こるさまざまなイベントがも

たらす影響の他国への波及効果を測定することを目的とする。

第１節 リンク参加国・地域

われわれの開発した貿易リンクモデルでは，以下の１９カ国・地域（以下

「対象国」という）を接続するものである。対象国にはそれぞれデータ系列

の識別用ラベルを付与している。

第６章 東アジア地域・貿易リンクモデル
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国名 ラベル

１ オーストリア Austria 1901aut

２ ベルギー Belgium 1902bel

３ ドイツ Germany (Deutschland) 1903deu

４ スペイン Spain (España) 1904esp

５ フィンランド Finland 1905fin

６ フランス France 1906fra

７ ギリシャ Greece 1907grc

８ アイルランド Ireland 1908irl

９ イタリア Italy 1909ita

１０ ルクセンブルク Luxembourg 1910lux

１１ オランダ Netherland 1911nld

１２ ポルトガル Portugal 1912prt

表６―２ うちユーロ諸国

（出所） 筆者作成。

このうち，ユーロ地域（１９eur）は，以下の１２カ国の合計である。

これら１９の対象国・地域全体では GDP（米ドル建て）の合計で全世界の約

７２％を占める（２０１５年・IMF）。また，ユーロ地域（１９eur）は，上記１２カ国の

合計を一つの「国」のように取り扱い，データ加工およびモデル構築を行っ

ているが，モデル自体はリンクシステムとの貿易のやりとりをする部分が

中心となっている。すなわち消費や投資といった内需部門の定式化はなさ

れておらず，外生値として内需全体を与える構造である。

なお，国連 Comtradeではベルギーとルクセンブルクは１９９８年以前は合算

されたデータが公表されており，ドイツについては，１９９０年以前は旧東西

ドイツとして公表されている。

第２節 リンクの種別と方法

貿易を通じて各国モデルを接続する場合に限ったとしても，その構築に

際してはいくつか考慮する必要のある要素がある。なお，各国モデルは需
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要先決型を想定しており，従って輸入が内生変数，輸出が外生変数である

ことが前提とされている。

１．貿易マトリクスと貿易モデル

貿易による接続の方法は大別して２種類ある。一つは「貿易マトリクス」

を用いる方法，もう一つは「貿易モデル」を用いる方法である。前者は一

種の簡便法であり，基準年時点での輸入シェア行列（貿易マトリクス）を事

前に作成しておくものである。たとえばある国の相手国別の輸入シェアが

「財全体」で算出してあるとする。当該国モデルで決まる「財全体」の輸

入額にその係数群を乗じることにより，それを相手国の輸出，と読み換え

るのである。各国についてこの操作を行えば，同じ相手国からの輸出額が

それぞれ決まっていく。最後にそれを合計することにより，「輸出国側の輸

出額」が算出される。詳細な分析を行うには限界がある一方，コンセプト

が単純でデータ操作もそれほど複雑にはならないため，リンクモデル初学

者でも試みに構築し，簡易な分析に適用することは可能であろう（３）。

一方，貿易モデルを用いる方法では，たとえば同じ「財全体」でも，各

国の相手国別の輸入関数を推定することにより，相手国側の輸出を決める。

貿易モデルを用いる方法の方がきめ細かな分析ができるという利点がある

が，その分作業量は膨大なものとなる。それは構築にともなう作業のみな

らず，構築後の維持管理，データ更新時の関数群の再推定など多岐にわた

る。

このように，貿易モデルを用いる方法では，維持管理に労力がかかる一

方で，輸入関数の推定時に採用する変数自体が分析者に任されるため，構

築後に「何を（どの外生変数を）どのように変化させるシミュレーション実

験を行うか」といったことまで事前に想定してモデルをきめ細かく作成し

ておくことができるという利点がある。

貿易マトリクスを用いる方法を，貿易モデルを用いる方法と比較すると，

前者は後者の貿易モデル部分が構造方程式を含まず，すべて輸入シェアを

係数とする定義式だけで表記されているもの，ととらえられる。

第６章 東アジア地域・貿易リンクモデル
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２．他国とやりとりする変数

第２章でみたように，マクロ計量モデルでは，モデルの内部でその値が

定まる内生変数と，モデルの外から与えられる外生変数という区別がある。

モデルの核となる GDP定義式が消費や投資といった支出側変数群の和とし

て与えられる「需要先決型モデル」では通常，輸出は他国（世界）の需要に

よって定まる（小国の仮定）とし，輸入は国内の所得や物価という要因で定

まると仮定する。そこで，一国モデルでは輸出は外生変数，輸入は内生変

数となる。同様に，輸出価格は各国のコスト要因で定まる部分が大きい一

方，輸入価格は外的要因（為替レート，および原油や一次産品輸入国であれば，

国際市場で定まるそれらの価格など）によって定まるところが大きい。従って，

輸出価格は内生変数，輸入価格は外生変数として取り扱う。

貿易リンクモデルの枠組みでこれを解釈すると，一国の内生変数として

定まる輸入額は別の国の輸出額（の一部）になるし，同様に定まる輸出価格

指数は，別の国の輸入価格に影響を与えるであろう。

そこで，われわれの貿易リンクモデルでは，各国モデルに

�１ 相手国別・財種別輸入関数

�２ 対世界・財種別輸出価格関数

をもたせるようにしている。各国の内的要因により定まるこれら変数が，

リンクシステムを通じて他国の輸出額や輸入価格に影響を与える構造であ

る。すなわち，各国モデルからみてある特定の相手国・財種の輸入額を合

計し，「その他世界」分の調整を行った額が，その相手国・財種の輸出額と

なる。一方輸出価格については，相手国を特定しない財種別輸出価格指数

が各国モデルから出力され，それはリンクシステムを通じて各国に（相手国

別の当該財種の輸入シェアに応じて）分配されるのである。

このように，リンクモデル全体としては輸出額や輸入価格は（システム内

で定まる変数であるという意味で）内生変数であるが，各国モデルから見れば

これらはあたかも自国モデルの外で定まり，外からの入力として与えられ

る外生変数である。
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（コラム）EViews での「リンクモデル」運用について

モデル構築に使用しているEViews は，国ごとに別々に用意しているワー

クスペース（WS）を越えたデータのやりとりができない（正確には「マニュ

アルを精読してもその方法が知れない」）ため，実務上は本文中で述べたよう

な「各国内で輸入を決める」→「それが他国の輸出を決めることになる」と

いった単純な話にはならない。このためデータのやりとりには外部ファイル

を介する必要がある（また，必要なら途中経過のデータをファイルとして保

存しておけるという利点もある）。そこで，個々の国モデル同士でのやりとり

は行わず，すべて全体の制御をするためのWSが仲介する構造となっている。

この制御のためのWS（それ自体はマクロ計量モデルをもたない）を親WS，

個々の国モデルを含む国ごとのWSを子WSという位置付けにし，データの

フローをすべて「親対子」での制約下においている。

データフローは大まかに以下のようになっている。

�１ 親WSからの制御で子WS内のモデルが解かれ，結果をWS外の

ファイルに書き出す

�２ 各国WSを巡回し，結果が出揃ったところで親WSでそれらを集

計，ファイルに書き出す

�３ 各国WSはその内容を新たな外生条件として読み込む（親WS

からの制御）

このくり返しにより，各国モデルが同一の条件で同時に収束することとな

る。

（各国モデルからリンクモデルへ）（リンクモデルから各国モデルへ）

▽ 財種別・相手国別輸入額 △ 財種別・対世界輸出額

▽ 財種別・対世界輸出価格 △ 財種別・対世界輸入価格

その意味では今回開発した「貿易リンクモデル」というのは，第２章で解

説したような個別のマクロ計量モデルとはかなりその様相が異なり，EViews

の中で動くプログラム（スクリプトファイル）の集合体である。それはメイ

ンルーチン一つとそれを取り巻く３０個ほどのサブルーチンで成り立っており，

メインルーチンは４５０行程度，サブルーチン群は総計で１８００行程度のボリュー

ムをもつ。メインルーチンは親WSを直接に支配し，子WS群については常

第６章 東アジア地域・貿易リンクモデル
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に親WSを通してのみ介入する構造としている。データ入出力やデータ加工

等もすべて親WS内でメインルーチンから直接呼ばれるサブルーチン群によ

り行う（基本的にサブルーチンのネストをしていない）。

EViewsではプログラムでエラーが出た場合，非常に素っ気ない（不親切な

and/or ユーザーフレンドリーでないand/or 場合によってかなりイライラする）

メッセージしか出さない。たとえばシミュレーション時に「０で割る」「対数

関数の真数が正でない」といったことが起こっても，EViewsは単にその状況

を知らせるだけであり，どのルーチンでそれが起きているのかはわからない。

このため，一つのルーチンから別のルーチンを呼び，そこから別の…とネス

ティングを深くしてあると，エラーの起きた場所を特定するのが大変困難と

なる，という事情もある。

図６―１ 貿易リンクシステム

（出所） 植村（２０１６）「付録：プロジェクトとモデル紹介のための PPT 資料」。
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第３節 輸入関数の定式化

１．基本的な定式化

各国モデルは相手国別・財種別輸入関数群をもち，そこで定まる輸入額

がリンクに参加する他国の輸出を決める。

ここで，輸入関数の基本的な定式化と説明変数について述べておく。各

国モデルに実装される財種 gの輸入関数は以下の形である。

�１

M：相手国からの財種別輸入，Y：輸入国の国内総生産，PM：同輸入

価格，PY：同一般物価，PX：輸出価格，PXC：当該市場での競争者の

輸出価格

右辺の説明変数は，所得要因としての GDP，価格要因として輸入か国内

調達かを決める PM/PY，および第３項は同じく価格要因として輸入の場合

相手国とそれ以外のどちらを選択するかを決定するものであり，輸出国（i）

の対世界輸出価格と，輸出国が輸入国（j）市場で直面する自国以外のすべ

ての輸出者のオファー価格との比である（競争者価格については次項を参照の

こと）。また，具体的な定式化例は第６節「接続とその方法」に示されている。

２．推定作業の実際

１９の対象国・地域のうち，ユーロ地域以外は自国を除く１８カ国地域を対

象とする輸入関数を推定する。ユーロ地域については地域内貿易が無視し

得ない規模であることから，自地域を含む１９カ国・地域を対象とする。財

種は３区分であるから，ユーロ地域以外の国モデルには

１８（相手国）×３（財種）＝５４

第６章 東アジア地域・貿易リンクモデル
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本の輸入関数が含まれ，ユーロ地域モデルには

１９（相手国）×３（財種）＝５７

本の輸入関数が含まれる。総計では

１８（ユーロ地域以外）×５４＋５７（ユーロ地域）＝１０２９

本の輸入関数の推定が必要となる。

輸入関数の推定にあたっては EViewsのスクリプトによる自動化を試み，

上記定式化を基本として追加的に被説明変数の１期ラグ項を説明要因に加

えるか否か，および，両辺の各変数の変数変換（線型（無変換），対数線型，

階差，対数階差）の組合せを行い，符号条件と統計的有意性の両方を満たす

ものを自動的に選別することとした。

なお，被説明変数と所得変数（および被説明変数のラグ項）は常に同一の変

数変換を行うこととし，二つの価格指標は被説明変数と同期および１期ラ

グ項から選択，さらに一つ目の価格指標は国内価格との相対価格をとるか

輸入価格そのものにするかの選択を行うようにした。

これにより，１本の輸入関数（相手国・財種）について，

�１ 被説明変数と所得項の変数変換（線型，対数線型，階差，対数階差）

�２ 一つ目の価格指標（相対価格，絶対価格）

�３ 一つ目の価格指標（同期，１期ラグ）

�４ 一つ目の価格指標の変数変換（線型，対数線型，階差，対数階差）

�５ 二つ目の価格指標（同期，１期ラグ）

�６ 二つ目の価格指標の変数変換（線型，対数線型，階差，対数階差）

�７ 被説明変数のラグ項（導入，非導入）

だけの組合せが想定される。その数は

４×２×２×４×２×４×２ ＝ １０２４

通りあることになる。この中から符号条件および有意性を満たす関数群を

抽出し，最終的には係数群の最小 t値が一番大きいものを選択した。また，

個別モデルでのパフォーマンスをみながら，実際には上で選ばれたものを

無批判に組み込むことはせず，各種指標などを参考に適宜入れ替えを行っ
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ている。

なお，１０２４通りのうちに条件を満たすものが一つもない場合もみられる

（統計的有意性の条件を厳しく設定した場合に起こるほか，国と財の組み合わせ

によってはデータが不安定な動きをしていることによるなど，いくつかの場面で

発生している）。このようなケースについては，その相手国・財種に関する

輸入関数はモデルに導入せず，当該変数はモデルでは事実上の外生変数扱

いとする（実際には定義式を入れることによってみた目は内生変数として扱われ

るが，仮にシミュレーション実験を行ってもそうした変数の値は何ら影響を受け

ない）。

（参考）マレーシアの日本からの財別輸入関数推定の場合

「輸入関数自動推定」プログラムにより，各説明変数の符号条件

を満足した定式化の数と，t値によって選択（係数の最小 t値が最大

のもの）された定式化は以下のとおり。これらがモデルに実装される。

「素材」区分では（上で述べた１０２４通りの定式化のうち），６個が符

号条件を満足している。このうち，定数項を除くパラメターの t

値の最小値が最大のものが以下の定式化である（以下の左辺の変

数名の「m」は輸入，「b」は BEC分類を表し数字は区分１（素材），

２（中間財）および３（最終財）を表す。末尾の３文字は相手国の

国コードである）。

⇒ dlog（mb１jpn）＝f［dlog（gdp），d（pmb１lc/pgdp），

jpnpxb１（－１）／jpnpxcb１（－１）］

「中間財」区分では同様に，４５個の候補の中から以下が選ばれてい

る。

⇒ log（mb2jpn）＝f［log（gdp），pmb2lc，

log（jpnpxb2／jpnpxcb2）］

「最終財」区分では，７９候補から以下が選ばれている。

⇒ log（mb3jpn）＝f［log（gdp），pmb3lc，

第６章 東アジア地域・貿易リンクモデル
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log（jpnpxb3／jpnpxcb3）］

日本以外の相手国についても同様に選択し，最終的に「外生」

扱いすることになった系列は以下の２変数（対カンボジア最終財輸

入および対台湾素材輸入）である。

⇒ mb3khm

⇒ mb1twn

これらはモデル内に書き込まなければ純粋な外生変数扱いにな

るが，プログラムの関係上以下のように「みた目上の内生変数」

として導入しておく。

mb3khm = mb3khm

mb1twn = mb1twn

モデル内でこれらの変数はシミュレーションの各段階でも他か

らの影響は皆無であるため，内生変数として出力されるものの，

常に同一値を示す。これが「事実上の外生変数」＝「みた目上の

内生変数」という言葉の意味である（４）。

第４節 貿易財の区分

各国モデルを相互接続する際の対象とする財（または財・サービス）をど

の程度の集計度合いとするか，という点がまず考えられる。各国モデルは

需要先決型であるから，モデルの根幹部分は国民所得統計（実質）を取り扱

う設計になっている。

１．リンクの対象とする変数と財区分

アジア経済研究所で過去に構築した（計画も含め）貿易リンクシステムで

は，貿易を以下のいくつかの方法で接続するやり方を考案してきた。

�１ 国民所得統計上の輸出入で接続
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�２ 財輸入全体と財輸出全体で接続

�３ 財の種類別に輸出入を接続

このうち�１は最も簡易なアプローチであり，各国モデルの（リンク接続用）
変更が最小限に抑えられるが，その代わりに大まかな分析しかできない。

ここでは，各国モデルでは財・サービスを含む国民経済計算上の輸入を（積

み上げではなしに）直接推定していると想定する。

まず，各国モデルで内生的に定まる国民経済計算上の輸入（実質）に輸入

デフレータと為替レートを作用させることによって名目・米ドル建て輸入

を作成する。その数値に当該国の相手国別輸入シェアをかけて相手国の当

該国向け・米ドル建て輸出が決めるとするものである。これを各国につい

て行い，足し上げることで相手国の対世界・米ドル建て輸出が決定される。

相手国側モデルでは，この対世界・米ドル建て輸出に為替レートおよび

輸出デフレータを作用させることにより，実質・自国通貨建て輸出が外生

変数として与えられることとなる。

なお，ここで使用する為替レートは各年の値ではなく，基準年時点の値

を用いる（その理由については「補遺 第６章 ドル建てと各国通貨建て」を参

照）。

ここでは非常に単純化しているが，国民所得統計上の輸出入は財・サー

ビスを含んだものであるため，実際には輸出入それぞれについて，もう一

段階ずつ調整が必要となる。それが�２である。この方法の場合も，各国モ
デルでは国民経済計算上の輸入を直接推定しているとする。つぎに，財輸

入（実質）を国民経済計算上の輸入（実質）で説明するような「統計式（ほ

ぼ定義式とみてよい推定式）」を通じて財輸入を決める。この統計式は，財と

サービスの割合が大きく変化しないことを前提とし，たとえば

財輸入＝f［国民経済計算上の輸入］＝α＋β 国民経済計算上の輸入

といった簡単なものでよい。こうして決まる財輸入（実質）をドル建てに変

換し，貿易マトリクスを作用させる部分は上と同一である。その結果，相

手国側の対世界・米ドル建て・財輸出が決まる。外生変数としてこれを受
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け取った相手国側では上とは反対に，

国民経済計算上の輸出 ＝ α＋β 財輸出

といった統計式をあらかじめ導入しておくことにより，双方とも財貿易と

国民経済計算上の財・サービス貿易とを接続することができるようになる。

これら二つの方法は，各国モデル自体は専用のソフトウェアを使用する

にしても，少し工夫すればリンク部分はエクセルでも実現できる。ただ，

一段階ごとに定まる新しい外生変数を各国モデルに戻し，新たな条件の下

での輸入を求め，それを改めて貿易マトリクスで処理，という操作が必要

になるため，値が収束するまで何回か同じ作業を繰り返さなくてはならな

い。単純ではあるが，国の数が増えると手作業では困難な方法である。

さて，上の２例は輸入全体でみるものであったが，�３では財の種類別に
輸入関数を備えた各国モデルが必要となるため，作業量は大きくなるが，

その分きめ細かい分析ができるようになる。財はなるべく細かく分類した

ほうがきめ細かさが確保でき，詳細な分析ができるようになる（と考えられ

る）反面，実際はあまり分類を細分化し過ぎると貿易データが安定しなくな

るため，ある程度以上の集計データを用いるのが現実的である。国連

Comtradeデータベースでは３種類の商品分類（SITC，BEC，HS）が利用可

能であるが，それぞれ以下のような特徴がある。

２．SITC分類

ひとつの分類方法は国連による標準国際貿易商品分類（Standard

International Trade Classification: SITC）に従うものである。これは貿易財の属

する産業ごとの分類である。

SITCコードは Revision（Rev）１から Rev.４まであり，Rev. 数字の小さい

ほうがより古い年代に適用されている。また，基本分類は１桁から５桁ま

でのコード付けがなされており，国連のデータベース（Comtrade）はこの分

類に従ったデータ検索・利用が可能である。SITCの左１桁目を大分類と呼

び，それぞれ以下を表している。
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一桁目 区分

０ 食料品及び生きた動物

１ 飲料及び煙草

２ 非食用原材料（鉱物性燃料を除く）

３ 鉱物性燃料、潤滑油及びそれらに類するもの

４ 動物性又は植物性油脂

５ 化学工業品

６ 原料別製造業品

７ 機械類及び輸送用機器

８ 雑製品

９ 特殊取扱品（上記０―８以外）

表６―３ SITC １桁目分類

（出所） 筆者作成。

この１桁目で分類すれば，０，１，２および４が一次産品とその加工品，

３が石油製品，５―８が製造業品，９が特殊品となる。分類９は微小部分であ

るため分類５―８と統合され，しばしば，SITC０１２４，SITC３，SITC５―９とい

う分類でそれぞれ一次産品，石油製品，製造業品と区分されることがある。

これらを合計したものが「財全体の輸出入」ということになる。

また，こうした集計をせず，１０分類そのままでの分析も考えうるが，貿

易リンク関連でのそういった分析例は筆者は寡聞にして知らない。

３．BEC分類

一方，貿易財の加工段階に着目した分類もある。これも国連の Broad

Economic Categories（BEC）分類に従うが，この分類では貿易財を産業別

の区分ではなく，その加工段階に着目し「原材料」「中間財」「最終財」の

３種別に分類するもので，SITCの Rev.３に基づく変換表が国連により提供

されている。これによれば，貿易財は以下の３カテゴリー（５サブカテゴリー）

に分類される。
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大区分 中区分 BECコード BECタイトル

素材

１１１ 生鮮飲食物，主に産業用

２１ 素材

３１ 燃料

中間財

加工品

１２１ 加工飲食物，主に産業用

２２ 加工品

３２ 加工燃料

部品
４２ 資本財部品（輸送用機器を除く）

５３ 輸送用機器部品

最終財

資本財
４１ 資本財（輸送用機器を除く）

５２１ 産業用のその他輸送機器

消費財

１１２ 生鮮飲食物，主に家計消費用

１２２ 加工飲食物，主に家計消費用

５１ 乗用車

５２２ その他非産業用輸送機器

６１ 耐久消費財

６２ 半耐久消費財

６３ 非耐久消費財

表６―４ 国連 BEC分類表

（出所） RIETI資料より筆者作成。

４．HS分類

残るひとつは，世界税関機構（World Customs Organization: WCO）が管理

する「商品の名称および分類についての統一システムに関する国際条約」

に基づく商品分類品目表（Harmonized Commodity Description Coding System:

HS）による分類であるHSコードである。日本語では「輸出入統計品目番号」

あるいは「税番」などと呼ばれるもので，すべての貿易対象物品に固有番

号を振り，関税率の決定に用いられる。

なお，本書ではこの商品分類は利用していないため詳細は省略する。
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第５節 競争者の輸出価格

現バージョンのリンクモデルでは，財区分を一次産品，石油製品，製造

業品といった産業別の区分をとらず，国連が BEC分類として公表している

素材，中間財，最終財という財の加工段階に着目した分類としている点が

一つの特徴である。

もうひとつの特徴は，各国の財別・相手国別輸入関数に，輸出国側の「競

争者」の存在を明示的に導入した点である。

輸入関数の定式化では，説明変数として所得要因および価格要因の両方

を導入することが一般的に行われる。輸入というのは海外からの財（・サー

ビス）の購入であるから，輸入国側の所得の多寡によりその数量は変化する。

一方，輸入財（・サービス）の価格もその数量に影響を与える要因であるが，

これには複数の意味合いが含まれる。

ひとつは国内財価格との比較によって海外から調達することの「割安感」

を表す意味合いである。当然，国内調達が不可能な財に関しては輸入に頼

るほかに調達手段はないわけではあるが，その場合は国内財価格との比較

ではなく，当該財の輸入価格（輸出国側のオファー価格）の変動が調達数量に

与える影響をみることとなる。

もうひとつは，輸入する場合の調達先の選択である。同一品質の同一財

を輸出する国が複数あり，そのオファー価格が異なれば輸入者は価格の低

いほうを選択すると仮定する。輸出国側のオファー価格は輸出国の国内事

情で定まるとしてあるので，各国は輸出価格を世界（ここではリンクシステ

ムの共有情報として）に対して公開する。輸入国側では当該相手先のオファー

価格と，それ以外すべて（つまりそれが「競争者」の定義である）のオファー

価格とを比較し，輸入量決定のための情報とするが，その際，輸入国は自

国の基準年における輸入シェアに基づいて各国のオファー価格を加重平均

したものを競争者のオファー価格と位置づけるとする。

具体的には，財種 gに関する輸入国（j）市場における輸出国（i）の競争

者のオファー価格を以下の式で定義する。
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Year Mys PXB1
（１）

Mys PXCB1 jp
（２）

比率
（１）／（２）

１９８８ ０．９７７１２ ０．１５７６３ ６．１９８７０

１９８９ ０．９０４３ ０．４３４１７ ２．０８２８４

１９９０ ０．９１６７５ ０．４４２１４ ２．０７３４３

... ... ... ...

２００３ ０．９４８８４ ０．５６９４７ １．６６６１７

２００４ ０．９９８０４ ０．６３５７ １．５６９９８

２００５ １．０８９７４ ０．６７７９４ １．６０７４３

２００６ ０．７５４９９ ０．７４７８７ １．００９５２

２００７ １．０３４７４ ０．８３７６５ １．２３５２９

２００８ １．２７０６５ １．０２８１３ １．２３５８９

２００９ ０．９１３１９ ０．９０１０５ １．０１３４８

２０１０ １ １ １

２０１１ １．３７０２３ １．１６７０１ １．１７４１４

２０１２ １．３５２１６ １．１２７７ １．１９９０４

２０１３ １．２７９２７ １．０６５０８ １．２０１１１

表６―５（例）マレーシアの対世界輸出価格と、日本市
場で直面する競争者価格（中間財）（一部）

（出所） 筆者による計算。

ここで，�は財種を表し，右辺最終項 は国の輸出価格（対世界），括弧内の

は輸入国（j）の基準年における財種 �の相手先 からの輸入シェアで

ある。参考として，マレーシアの中間財輸出価格（対世界）と，マレーシア

が日本市場で直面する他の競争者の中間財輸出価格を下の表に掲げておく。

これらの価格比が，前項および次項に示される輸入関数の定式化で説明

変数の第３項として現われる（表の第３列）。

（価格比） Mys_PXB１／Mys_PXCB１_jp
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各モデルで決まる リンクシステムで決まる

�１ 輸入 リンク
システム

各国の輸出

�２ 輸出価格 各国の輸入価格

具体的には，２０１０年を基準として２０１１年にはこの比率が１．１７４と１を上回って

いることから，マレーシアは競争者よりも割高な価格をオファーしている，

と読むことができる。このとき，日本はマレーシアからの中間財輸入を手控

え，競争者からの輸入を増大させる，というのがこの定式化の含意である。

第６節 接続とその方法

１．各国モデルの「ソケット」部分

各国モデルを貿易関係で接続するためには，当然その接続部分（ソケット）

となる仕組みが各国モデル側に必要となる。一般に需要先決型モデルでは，

各国モデルでは輸入（額）および輸出価格は内生変数として決定され，輸出

（額）および輸入価格は外生変数として扱われる。

このため，各国モデルは以下のようなリンケージを完成するためのソケッ

ト部分をもっている。

ごく単純化していえば，各国の輸入額を相手国別に合計したものが相手

国側の輸出額となり，各国の輸出価格を相手国の関係国別輸入シェアで加

重平均したものが相手国側の輸入価格となって相手国モデルの外生変数と

して使われる。

また，総計額を対世界全体とするため，「その他世界」にかかわる情報を

（リンクシステム全体の）外生条件として保持しておく必要がある。

２．リンクシステムに引き渡す部分

（相手国別輸入）→相手国の「輸出」
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（対世界輸出価格）→貿易相手国へのオファー価格（相手国の輸入価

格を決める情報）

３．リンクシステムから受け取る部分

（各相手国の自国からの輸入額）＋（自国のその他世界向け輸出）

→自国の「輸出」

（各相手国の輸出価格）→自国の輸入に占める相手国のシェアで按分

して「輸入価格」に

このほか，各国の輸出価格はそれぞれ相手国にそのまま受け渡される（第

３節「輸入関数の定式化」で紹介した�１式で使われる）

４．各国モデルの構造

このリンクモデルでは，アジア経済研究所を含む研究機関等で広く行わ

れてきた国際間の「財の流れ」に加え，「価格の流れ」も明示的にモデル内

に表現しているところが一つの特徴であり，価格の流れを二つのチャネル

から各国モデルに取り入れようという試みを行っている。

第３節「輸入関数の定式化」でも触れたとおり，一国の内部事情で決ま

る輸出価格の変動を他国の輸入価格の一部として直接的に取り込む一方，

その同じ一国の輸出価格は，輸入国側の市場で他の輸出者（当該市場におけ

る競争者）の輸出価格との競争にさらされる，という間接的な波及効果も取

り入れる工夫を行っている。

５．定式化の具体例

財別・相手国別輸入関数の定式化は一般的には第３節でみたとおりであ

るが，ここでは具体例を示しておく。定式化はすべての財種および相手国

について基本的に同一である。ここでは，「日本（Jpn/jp）のマレーシア（Mys/
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my）からの一次産品（B１）輸入（M）」で説明する。なお，変数名の語頭

（報告国）および語尾（相手国）の国コードにはアンダーバー（ _）を付し

てある。

Jpn_MB１_my＝f［Jpn_GDP, Jpn_PMB１／Jpn_PGDP,

Mys_PXB１／Mys_PXCB１_jp］

（変数名）

Jpn_MB１_my：日本のマレーシアからの第１財種（原材料）輸入額

（実質）

Jpn_GDP：日本の GDP

Jpn_PMB１：日本の第１財種輸入価格（対世界）

Jpn_PGDP：日本の国内物価

Mys_PXB１：マレーシアの第１財種輸出価格（対世界）

変数名の頭についた国コード（３桁）はその主体となる国を表し，末尾に

ついた２桁のコードは対象国を表す。明らかなものや対世界の場合にはこ

れらコードがつかない場合がある（実際，日本モデル内では語頭の Jpnはつい

ていない）。また，財種を表すコード（ここでは B１）は国連 BEC分類別を示

す（１：素材，２：中間財，３：最終財）。なお，２番目の説明変数で，分母

には本来日本の第１財種価格（変数名にすれば Jpn_PDB１となろう）を用いる

べきであるが，単純化のために国内財すべてを対象とした GDPデフレータ

で代用している（各財種とも）。この定式化は，輸入者の当該国からの輸入

量を決定する要因として，最初の説明変数が輸入側の所得効果，２，３番

目の変数は調達先の選定（国内か海外か：２番目，および当該国かその他競争

者か：３番目）を表すものとなっている。

全体ではこのような財種別・相手国別輸入関数を各財種・相手国別に有

するモデルであるため，３番目の変数の分子に「関税」と読み替えられる

変数（５）（デフォルト状態では１が入っているダミー変数）を乗じることにより，

「ある国からのある財種のみ」に対して優遇（減税）あるいは冷遇（増税）

措置を与えるシミュレーションをすることが可能である。より広く考えれ

ば，ある複数の国で構成されるグループ間でのみ相互に輸入減税し，非グ

第６章 東アジア地域・貿易リンクモデル
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ループ国との差別化を図る（相互互恵あるいは自由貿易協定）といった政策を

行った際のグループ・非グループ国それぞれへの効果を測定することがで

きるシステム設計となっている。

さらに，特定の国からの輸入にのみ懲罰的な関税引き上げを行う（相手方

は必ずしもこちらからの輸入に報復的な高関税をかけるとは限らない）といった

非対称な場合についても分析可能である。

第７節 活用の方法と実際

リンクモデルでは，各国の輸入が他国の輸出を直接的に決定するが，一

方，各国の輸出価格は他国の輸入価格への直接的な影響に加え，特定の国

に対する競争者の輸出価格の形成にも寄与している。従って各国モデルで

内生的に決まる輸出価格の変化は，複数の経路で他国の輸入行動に影響を

与えることになる。

ここでは，FTAや EPAといった一部の国の間でのみ発効する協定を輸出

価格を通じてモデルに組み込む工夫を紹介する。

第３節でみたとおり，各国の輸入関数は基本的に以下の定式化がなされ

ている（６）。

M：相手国からの財種別輸入，Y：輸入国の国内総生産，PM：同輸入価

格，PY：同一般物価，PX：輸出価格

この右辺第３項を以下のように変更する。

ここで は，輸入国（j）が財種�について相手国（i）に課する附加的な
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障壁を表し，デフォルト状態ではすべて０が入っているものとする。

今，ある一部の国の間で自由貿易協定（FTA）が締結され，財種�につい

てはその参加国間のみで関税を引き下げ，協定に参加していない国につい

てはとくにそうした便宜を図らないとする。この場合，参加国相互ではこ

の変数に負の値（たとえば－０．５など）を外生的に与え，非参加国に対しては

そうした措置をとらないとすると，この外生ショックは「協定参加国同士

ではオファー価格が引き下げられる」と読み替えられる。

反対に，一部の国の集団が，ある国に対して経済制裁を与えようとする

場合，集団に属する国の障壁変数に正の値（たとえば０．５など）を外生的に

与える。この場合は，当該国からのオファー価格が相対的に引き上げられ

た状態となり，結果として当該国からの輸入は減少する方向に動くであろう。

さらに，複数国で FTAなどの協定を結ぶ際，経済的に「体力」の劣る後

発国に先発国と同条件で関税引き下げなどを求めるのは却って悪影響がも

たらされることが想定される。このような場合，後発国のみは関税引き下

げのスケジュールを遅らせ（つまり保護貿易を徐々に解いていかせる），先発国

は一気に関税を引き下げる，といった各国の体力に合わせたスケジューリ

ングを含むシミュレーションも可能である。

１．リンクモデルを用いたショック試験

第２章（第９節「活用の方法と実際」）では，単体でのタイモデルを用いた

シミュレーション実験の例として，

�１ タイの財政支出増

�２ 米国の財政支出増

がタイの GDP，民間消費および輸入に与える影響を計測するための外生条

件の設定方法を，いくつかの異なる方法で紹介した。とくに後者について

は，米国の財政支出の増分を

�１ 単純に輸入シェアで分配してタイモデルへ

第６章 東アジア地域・貿易リンクモデル
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政府消費 政府投資 計

２０１０ ２，５２２．２ ６５１．８ ３，１７４．０

２０１１ ２，４５３．４ ５８６．１ ３，０３９．５

２０１２ ２，４１６．３ ５６１．４ ２，９７７．７

２０１３ ２，３６２．３ ５３７．９ ２，９００．２

２０１４ ２，３５５．８ ５３４．９ ２，８９０．７

表６―６ 米国の政府消費及び投資
（単位：１０億ドル）

（出所） 筆者作成。

�２ いったん外生ショックとして米国モデルに与え，そこからのモ

デル解による輸入増を介してタイモデルへ

という二通りのやり方をみてきた。

本節では，貿易リンクモデルを用いて同様のシミュレーション実験を行

い，一国に起こる変化がリンク参加国全体へ波及することを示す。

■米国の財政支出増がタイ経済に与える影響

はじめに，第２章第９節「活用の方法と実際」でみたのと同じ条件でリ

ンクモデルを稼動させてみる。ただし，今度の実験では外生ショックを与

えるのは米国モデルであってタイモデルにはとくにショックを与えること

はしない。

以下に示すのは第２章に提示したものと同じ表（一部）である。

第２章の実験と同様，米国の政府支出をたとえば２０１０年に倍増させる。

この３兆１７４０億ドルは米国の GDP定義式にそのまま足し上げられる。２０１１

年以降については何もショックを与えない。

この条件を与えたうえでリンクモデルを稼動させ，何もショックを与え

ていない値（ベースケース値）と比較したものが次の表である。タイのGDP，

民間消費，総輸入への影響は非常に小さいものとして現れている（が，０で

はない）。
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khm usa

GDP

２０１０ ０．０２ １７．４１

２０１１ －０．０７

２０１２ －０．０５

２０１３ －０．０４

素材輸入
usa

２０１０ ４．１２

中間財輸入

vnm usa

２０１０ ０．０２ ３３．０３

２０１１ １．７１

２０１２ １．３２

２０１３ ０．９４

最終財輸入

usa

２０１０ ５３．０２

２０１１ －０．１３

２０１２ －０．１２

２０１３ －０．１２

素材輸出
chn khm vnm

２０１０ ０．０１ ０．０２ ０．０２

中間財輸出
ind khm kor phl tha vnm

２０１０ ０．０４ －０．１ ０．０２ ０．０６ ０．０２ ０．０１

最終財輸出

chn idn ind khm phl tha vnm

２０１０ ０．３８ ０．０１ ０．０３ ０．３８ ０．９７ ０．０８ ０．０５

２０１１ －０．０６

表６―９ 比較的大きな影響を受けた国

（出所） 筆者による計算。

G_SHOCK

２０１０ ３，１７４

２０１１ ０

２０１２ ０

２０１３ ０

GDP CP M

２０１０ ０．００３４ ０．００１４ ０．００２４

２０１１ －０．０００４ ０．０００６ ０．００１０

２０１２ －０．０００２ ０．０００２ ０．０００４

２０１３ －０．０００１ ０．０００１ ０．０００１

表６―７ 米国モデルに与
える「政府支出
ショック変数」

表６―８ タイの内生変数に現れる影響
（％）

（出所） 筆者による推計。（出所） 筆者による推計。
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同じ米国の財政支出増によって比較的大きな影響を受けた各国の変数を

表６―９に示す。米国自体の変数には当然に大きな数値が出ているほか，その

他リンク参加国でも財種別輸出入が影響を受ける。

第８節 必要となるデータ群

前述のとおり，貿易リンクシステムでは接続するための貿易財の区分が

いくつか考えられる。しかし，区分をあまり細かくしすぎるとデータ系列

やそれに基づいて推定された関数の挙動が不安定になる一方，「財全体」と

いうような集計されたデータでは細かい分析ができない。従ってある程度

の折衷点を見いだしていく必要がある。今回開発したリンクシステムおよ

び各国モデルでは，貿易財を国連 BEC分類の大区分に従い，「素材」「中間

財」「最終財」の３種で取り扱っている。

なお，実際のデータ取得および加工においては，中区分（５種）でもデー

タを準備している。プログラム上大きな変更が不要なこともあるが，今後

のシステム拡張を見据えたためもある。ただ，この中分類データは，上述

のとおりカテゴリーごとの対象品目（すなわち対応する SITCコード）が少な

くなるため，国・年によってはデータが非常に不安定になる場合が散見さ

れている。たとえばオーストラリアの例では，最終財を資本財と消費財に

分けた場合，資本財では（二年にわたり同一の商品コードがある）対象品目が

少なく，輸出入価格指数の計算ができなかった。

具体的には１９９３年と１９９４年の間では輸出価格が計算できるものの，つぎに

同指標が計算できるのが２０００年となるなど，実用上は２０００年以降しかないの

と同じことになっている。

１．国連 Comtradeデータベースの概要

国連が公表しているUN Comtrade Databaseでは大半の国連加盟国の財別

輸出入統計が，相手国別，品目別に収録されている。貿易データは第４節
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「貿易財の区分」で概観した SITC，HS，および BEC分類での提供がなさ

れている。このうち，SITCは改定段階のちがいでRevision（Rev）１からRev.４

に分かれ，HSも１９８８年から数年おきに６回の改定が行われている。

SITC分類では，最小分類の品目に５桁のコードが与えられ，集計の段階

に応じてコードの桁数が減じていく。SITCの１桁レベル（最高桁の数字０―

９が同一の品目すべての合計）では，０：食料品および動物，１：飲料・たばこ，

…，９：特殊品，となり，１桁レベルで０，１，２，４を一次産品，３を

石油製品，５，６，７，８（，９）を製造業品という扱いをすることがよく

行われる。

HS分類は関税に関する財分類であり，最小品目コードは９桁と細かい

（ただし日本の場合。最小品目コードの桁数は国によって異なる）。しかしこの

分類では１９８８年以降のデータしかなく，それより過去の貿易データへのコー

ド附与作業はなされていないため，時系列的には比較的短いものとなる。

BEC分類は国連が独自に SITC分類の品目分類を基に財の加工段階別に集

計し直したものであり，第４節「貿易財の区分」の国連 BEC分類表に従う。

Comtradeデータベースでは１９９５年以降のデータが利用可能であるが，貿易

額を BEC分類に従って集計した結果が与えられている（数量情報はこの時点

で失われている）。

一方，SITC，HSのいずれについても（集計されない）最小品目までたど

れば，貿易額に加えてその数量も記載されているため，単位価格（Unit Value）

の算出が可能となる。品目ごとの単位価格が得られていれば，改めて再集

計することで財種別，財全体といった区分での輸出入価格の算出が可能で

ある。この意味で，BEC分類でのデータ提供は金額の集計情報のみである

ため，価格指数が必要となるわれわれの作業では直接的な利用価値がない。

２．Comtradeデータベースの利用

このデータベースはオンラインでの検索サービスが充実しており，一度

の検索で最大５万レコードのデータ要求・収集ができる。これはたとえば，

参照国「日本」の相手国「対世界」「SITC-Rev.３（R３）の全品目（SITC１桁

第６章 東アジア地域・貿易リンクモデル
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～５桁レベルすべて）」の「輸出と輸入」「５年分」強に相当する。

国連では R３と BECとの対照表（３１２１品目）を公表しており，これを用い

て SITCの最小品目分類を BECの５または３分類に改めて分類することが

できる。

R３は１９８８年以降のデータのみ収録されているため，モデルの基本的分析

期間である１９８８年から２０１３年についてデータ抽出しようとすると，相手国ご

とに５～６回の要求を行う必要がある。なお，最初から BEC分類で集計さ

れたデータも提供されているが，集計されたデータからでは価格指数系列

の算出ができないため，最小品目まで抽出しておく必要がある。このため，

SITC-R３で収集する（７）。

なお，国連では Comtradeデータベースは世界の貿易について，２０１６年に

額でみて全体の９２．４％をカバーしたとしている（国連 HPより）。

各国について，１９８８～２０１４年の財種別，相手国別に SITC-Rev.３の最小品

目データを抽出し，以下のデータ群を作成し，リンクモデルの用に供す

る。

�１ 輸出入額

�２ 輸出入価格指数

�３ 競争者のオファー価格

�４ リンク参加国の各国向け輸出価格

このうち，�３は輸入国側からみた輸出国側の競争者の存在を明示的に導入
するものであり，�４はある国の輸出価格が他の構成国の輸入価格に影響を
与える構造とするための工夫である。

（コラム）台湾データの取り扱い

台湾は国連に加盟していないため，国連Comtrade データベースには明示

的に「台湾」という分類は存在していないが，報告国（Reporting Country）

としても相手国（Partner Country）としても，Other Asia, n.e.s.という分類
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(mil.US$) 誤差率
（％）台湾側 Comtrade

２０００ １４０，００５ １３９，９９１ －０．０１

２００１ １０７，２３２ １０７，２２８ ０

２００２ １１２，５２３ １１２，５２２ ０

２００３ １２７，２４６ １２５，８３６ －１．１１

２００４ １６７，８８３ １６６，４００ －０．８８

２００５ １８１，６００ １８１，５９２ ０

２００６ ２０１，５９３ ２０２，６８６ ０．５４

２００７ ２１８，２２７ ２１９，６６７ ０．６６

２００８ ２３９，４４９ ２４０，６７８ ０．５１

２００９ １７３，５４１ １７４，９４３ ０．８１

２０１０ ２５０，５４１ ２５１，３１５ ０．３１

表６―１０（参考表）台湾側統計とComtrade
の比較（対世界・財輸入全体）

（出所） 筆者作成。

（その他アジア，他に分類されないもの）が存在する。ちなみに，一般的に

「アジア」に分類されるとみられる国には，当然モンゴルやブルネイ，カザ

フスタン，マカオ，北朝鮮なども個別系列として入っており，ここでOther

Asia が何をさしているのかはわからない。また，試みにデータベース検索の

条件を報告国，相手国双方ともにOther Asia を選択した上で輸出入データを

抽出しようとすると１件も出てこない（２０００年～２０１０年）。このような結果と

なるのは報告国＝相手国（しかも単独の経済）であると考えられ，実はOther

Asia という区分が台湾経済のみを示しているのではないかという，国連の苦

肉の策のようなものが見え隠れしてくる。

そこで，Other Asia を報告国として対世界輸出入を抽出したものと，台湾

側のデータ（経済部国際貿易局：Bureau of Foreign Trade）の同じものを比

較してみると次のようになる。

これをみると，その差はごく僅かであり，ComtradeデータベースのOther

Asia という分類は，ほぼ台湾をさしているものとみて差し支えないものと考

えられる。以上のような理由から，本書ではとくに断りのないかぎり，台湾

の貿易（報告国および相手国の総額・財種別とも）はComtradeのOther Asia,

n.e.s.をそれとみなして使用している。
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no. SITC-R3 BEC. no. SITC-R3 BEC

１ C００１１１ ４１

… … …

２ C００１１９ １１１ ３０７９ C８９９９４ ２２

３ C００１２１ １１１ ３０８０ C８９９９５ ６２

４ C００１２２ １１１ ３０８１ C８９９９７ ６２

５ C００１３１ ４１ ３０８２ C９７１０１ ２２

６ C００１３９ １１１ ３０８３ C９７１０２ ２２

… … …

３０８４ C９７１０３ ２１

… … …

＝＝＝end of file＝＝＝

表６―１１ SITC-R３と BECの変換表

（出所） 筆者作成。

第９節 データ準備手順

１．SITCコードから BEC分類への変換

国連が提供しているConversion Table（下記：部分）を用いることで，SITC

-Rev.３の品目（３１２１品目）が第４節に示した「国連 BEC分類表」と対応づけ

られる。

計算作業には Excel VBAを用い，Comtradeデータ（Excelファイルで提供

される）に対応する BECコードを割り当て，その後相手国別・BECコード

別の集計をしている。なお，総額は別にラベル付けしておき，BECコード

が付けられたものの総和との差額を「その他」と分類する。

２．輸出入額の算出

輸出入額については，Comtradeデータベースより相手国別，品目別に抽

出したものを，BEC分類に従って改めて集計する。
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Year
Imp1 Imp2 Imp3 Imp0

Year
Exp1 Exp2 Exp3 Exp0

mb1wldv mb2wldv mb3wldv mb0wldv xb1usav xb2usav xb3usav xb0usav

１９８８ n.a. n.a. n.a. n.a. ...

１９８９ n.a. n.a. n.a. n.a. 2000 ９４５ １１，８９８ ３８，９５６ ５２，１５６

１９９０ n.a. n.a. n.a. n.a. 2001 ６６３ １３，３０４ ４０，１９８ ５４，３５５

１９９１ n.a. n.a. n.a. n.a. 2002 ６７６ １７，０２９ ５２，０６４ ７０，０５０

１９９２ １０，２１８ ４６，７５９ ２３，５９６ ８０，５８５ 2003 ７２８ ２２，２９６ ６９，２１９ ９２，６２６

１９９３ ８，１４５ ５６，１１８ ３５，９７８ １０３，９５９ 2004 １，３１２ ３２，０１４ ９１，０６１ １２５，１４９

１９９４ １１，３０３ ６２，３６８ ４１，９３３ １１５，６１４ 2005 １，４５９ ４２，９７２ １１７，８２０ １６３，１８０

１９９５ １４，２４９ ７３，８９０ ４１，１３２ １３２，０８３ 2006 １，７１１ ５７，４７３ １４２，９８５ ２０３，８０１

１９９６ １７，４２５ ７６，９４５ ４０，５６９ １３８，８３３ 2007 １，４８７ ６０，３４９ １５２，８５６ ２３３，１６９

１９９７ ２０，７０４ ８５，４９１ ３３，２２４ １４２，３７０ 2008 ２，４９５ ６９，４２２ １６１，９２８ ２５２，８４４

１９９８ １４，８０４ ８９，２１２ ３３，５９３ １４０，２３７ 2009 １，０４４ ５１，３０１ １５１，８０７ ２２１，２９５

１９９９ １９，７００ １０３，２３８ ３９，８５５ １６５，６９９ 2010 １，２９１ ６９，４２５ １９１，０３７ ２８３，７８０

２０００ ４０，５９５ １３４，４７８ ４９，６４２ ２２５，０９４ 2011 １，４８７ ８５，７３８ ２１４，５４１ ３２５，０１１

２００１ ３９，７５１ １４２，９５４ ６０，３９７ ２４３，５５３ 2012 １，４１５ ９２，４６５ ２３３，６９６ ３５２，４３８

... 2013 １，３７８ ９６，４２７ ２４４，５９９ ３６９，０６４

表６―１２ 中国の財種別輸出入

（輸入：対世界、百万米ドル、名目）（一部）（輸出：対米国、百万米ドル、名目）（一部）

（出所） 筆者による推計。

３．作成手順

ComtradeデータベースではデフォルトでHS，SITCと並び，BEC分類で

のデータ抽出もできるようになっている。しかし，データ開始年が１９９５年

と短いことやデータ欠損があること，さらに価格指数を算出する必要上，

金額による集計データからは数量情報が得られないことから，SITC-R３分

類でデータを収集し，上記 Conversion Tableを用いて BEC分類に基づく時

系列データをつくる。

４．輸出入額の例，中国の財種別輸出入

例として，このように集計された中国の財種別輸出入を示す。左の列か

ら財種１（素材），財種２（中間財），財種３（最終財），総計となっている。
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大区分 コード 中区分 コード

素材 BEC1 bec11

中間財 BEC2
加工品 bec21

部品 bec22

最終財 BEC3
資本財 bec31

消費財 bec32

その他 BEC9 －

表６―１３ BEC分類集計表

（出所） 筆者作成。

５．BEC分類（大区分：Category，中区分：Sub-category）別の集計

こうしてラベル付けされた相手国別・BEC分類別輸出入は，大区分およ

び中区分別に集計する。原材料については大区分の下の中区分がない（第４

節「貿易財の区分について」の「国連 BEC分類表」も参照のこと）。

これらの間には以下の等式が成立っている。

BEC１＝bec１１

BEC２＝bec２１＋bec２２

BEC３＝bec３１＋bec３２

BEC９＝Total－（BEC１＋BEC２＋BEC３）

各国モデルで導入する「相手国別・財種別輸入関数」は，この大分類に

従ったものであり，各国モデル（EViews上のワークスペース：WS）にはこれ

ら系列を下記の価格指数で実質化したデータファイルが存在することになる。

６．輸出入価格の連鎖指数の算出

輸出入価格の計算には Excel-VBA を用い，作成する指数は「連鎖方式」

を採用している。連鎖方式を採用する理由としては，

�１ なるべく多くの（両年で一致する）品目を指標作成の根拠とした
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Year
素材 中間財 最終財 総計

Year
素材 中間財 最終財 総計

PMBEC1 PMBEC2 PMBEC3 PM0 PXBEC1 PXBEC2 PXBEC3 PX0

１９８８ n.a. n.a. n.a. n.a. ...

１９８９ １．０５４３１ １．０１３３３ １．０２００８ １．０４５６３ ２０００ １．０８４９ １．０７１１８ １．０５９０９ １．０２６８５

１９９０ １．０５１２２ ０．９７３７４ １．０２６６８ １．０３２２７ ２００１ ０．９０３３８ ０．９２２４２ ０．９０００７ １．０１３６３

１９９１ ０．９８１２２ ０．９６４５１ １．０１６６３ １．０１１１３ ２００２ ０．９３６７２ ０．９５２５５ ０．９２３７ １．００７６２

１９９２ １．００９４７ ０．９９７０７ １．０１４０９ １．０２３８１ ２００３ １．０９８３ １．０７７０７ １．０７８７３ １．０１４６４

１９９３ ０．９７０４９ ０．９９５０５ ０．９９２８９ １．０２８３８ ２００４ １．１０６９２ １．０８６５４ １．１００４５ １．０２３７７

１９９４ ０．９１５３ ０．９７６４１ ０．９４３２ １．０２３９ ２００５ １．０２３８５ １．０１３３１ １．０１０６ １．０２６４７

１９９５ １．０９８７５ １．１２２０３ １．０１２３３ ０．９９０４ ２００６ １．１３９７７ １．０５１５９ １．２０２８３ １．０３８９９

１９９６ ０．９８０３２ ０．９５８７６ ０．９６７８２ ０．９９５０８ ２００７ １．１５４５１ １．０８１４６ １．０８８６９ １．０５１４６

１９９７ ０．９６０４７ ０．９５０６７ ０．９５９０２ ０．９９０２４ ２００８ １．１３７５ １．１２４０８ １．１６１６９ １．０６３７５

１９９８ ０．８９５９１ ０．９５４５７ ０．９１２３１ ０．９８６０４ ２００９ ０．９５０６２ ０．９９６２８ ０．９３０４５ １．０５０２３

１９９９ １．０９７９４ ０．９６８９２ １．２３２５５ ０．９８４６１ ２０１０ １．０８１６１ １．０６４７６ １．０３８５７ １．０５２８８

２０００ １．１２６９４ １．０３９５９ １．０１０６４ １．０２２９８ ２０１１ １．０８９９４ １．１１５３５ ０．９９８９５ １．０５９６１

... ２０１２ １．０３３１ １．０１０８９ １．０５８４７ １．０５６２３

２０１３ ０．９０８５ ０．９１５９９ ０．８８５７７ １．０４６７３

２０１４ ０．９７２５８ ０．９５８８７ ０．９４６５８ １．０４１２２

表６―１４ 輸出入価格指数の例

（輸入価格：連鎖方式、フィッシャー型、日本）（一部）（輸出価格：連鎖方式、フィッシャー型、日本）（一部）

（出所） 筆者による推計。

いこと

�２ （寄与率の算出などで齟齬が生じることはあるが）「マクロ的」な大

まかな流れとして把握しておくことは意味をもつこと

の２点が挙げられる。なお，各年について前年とコードの一致する品目の

Unit Valueを Net Weightで加重平均する際，Unit Valueが前年比で１０倍を

超えた品目は価格指数作成の採用系列からは外している。このため，各年

（の前年とのペア）によっては採用される品目に異同が生ずる場合がある。

７．輸出入価格指数の例

下に示すフィッシャー（Fisher）型価格指数は，基準年基準のラスパイレ

ス（Laspires）型と対象年基準のパーシェ（Paashe）型の幾何平均である。算

出の過程においてはそれら指数も当然計算してあり，必要に応じて使用も

可能である。ここではフィッシャー型のみ例示している。
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Year lnkpmb1_usd_mys lnkpmb1_lc

...

２０００ ０．５３７０９ ０．６３３６２

２００１ ０．５２６１９ ０．６２０７６

２００２ ０．５２９３８ ０．６２４５２

２００３ ０．５６９６０ ０．６７１９７

２００４ ０．６３５６７ ０．７４９９１

２００５ ０．６７７０２ ０．７９５９９

２００６ ０．７４７６３ ０．８５１４０

２００７ ０．８３８２１ ０．８９４５５

２００８ １．０２６３２ １．０６２８８

２００９ ０．９０１８１ ０．９８６７６

２０１０ １ １

２０１１ １．１６４５０ １．１０６２６

２０１２ １．１２７６５ １．０８１３４

２０１３ １．０６３７１ １．０４０５３

表６―１５ 各国の輸出価格をマレーシアの輸入シェアで
分配した価格指数（素材）（一部）

（出所） 筆者による計算。

８．リンク参加国の輸出価格と輸入国側の輸入価格

各国の相手国別・財種別輸入関数には，輸出国側の輸出価格指数が明示

的にとり入れられているが，輸出国の輸出価格は輸入側の輸入価格にも当

然に影響を与えている。リンクシステムはシミュレーションの各段階にお

いて各国の財種別輸出価格（対世界）を収集し，それを各国の輸入シェアで

分配（加重平均）した価格指数を作成する。これは「輸入国側からみたリン

ク参加国全体としての輸出価格指数」とでも呼ぶべき価格指数である。各

国モデル側はこれを受けとり，（各国データベースに存在している）輸入価格

指数と接続する。この経路が存在することにより，各国の財種別輸出価格

指数は他国の輸入価格指数全体に対しても影響をもつことになる。
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リンクシステム内の変数はすべて米ドル建てであるため，最初に各国に

戻される変数である表の２列目（lnkpmb１_usd_mys）はマレーシア向けの米

ドル建て価格指数であることが明記されている。なお変数名は pmbとなっ

ているが，これは各国側からみた輸入価格の「核」という意味でそうラベ

ル付けしている。

一方３列目はそれを受け取ったマレーシアモデル内で現地通貨（リンギ）

建てに換算したものである。

９．競争者価格の算出

先にみた「競争者価格」は，一つの国（報告国―Reporting Country: RC）が

相手国（Partner Country: PC）市場で直面する「自国以外のすべての輸出者」

の輸出価格の加重平均である。この指標を，下式（再掲）に従い，報告国ご

と，財ごと，相手国市場ごとに（すなわち式ではすべての i， j，gの組み合わ

せについて）求めておく必要がある。

�：財種 PX
�
kは 国の輸出価格（対世界），括弧内の は輸入国（j）

の基準年における財種 �の相手先 からの輸入シェア

上述のように競争者価格は，各国が各相手国市場で直面する価格である

から，対世界で一つだけ準備すればよい輸出入価格と異なり，相手国（市場）

の数だけ準備する必要がある。
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Year 素材 中間財 最終財 Year 素材 中間財 最終財

PXCB1TWN PXCB2TWN PXCB3TWN PXCB1TWN PXCB2TWN PXCB3TWN

１９８８ n.a. n.a. n.a. ...

１９８９ n.a. n.a. n.a. ２００１ ０．９３１５２ ０．９７１６６ ０．９６５７７

１９９０ ０．９８３０３ ０．９７８０９ １．００７４５ ２００２ １．０５６２６ １．０２３３１ １．０２８１３

１９９１ ０．９９５５５ １．００５７７ １．０３６０５ ２００３ １．０７５３９ １．０７４４４ １．１１１０９

１９９２ １．０３７０３ １．００８１９ １．０５６０２ ２００４ １．１３３６９ １．０８８７２ １．０４９７５

１９９３ １．０００５１ ０．９８９７７ １．００４１１ ２００５ １．１１５２８ １．０４４０６ １．０１３５９

１９９４ １．０４５２９ １．０３５３ １．０２５６８ ２００６ １．０２８８４ １．０７２ １．０１９０８

１９９５ １．１２５８７ １．１４７３７ １．０７１７６ ２００７ １．１７１６４ １．１０５７５ １．１２２５３

１９９６ ０．９６９０５ ０．９４０７４ １．０２０９９ ２００８ １．２６６８４ １．１２１８３ １．０８８２３

１９９７ １．００４１１ ０．９９７２４ ０．９６６６４ ２００９ ０．８２８１５ ０．９１８５６ ０．９８００３

１９９８ ０．９０１９３ ０．８９４７１ ０．８８８６１ ２０１０ １．１４８２５ ０．９９３９ ０．８８９２２

１９９９ １．０４１７２ １．０２６７７ １．０２５２ ２０１１ １．２１４７４ １．０９９５８ １．０５２０６

... ２０１２ ０．９４２３４ １．００５２ １．１２０４５

２０１３ ０．９４７０９ ０．９９６７８ １．０４７７８

２０１４ ０．６９８２４ ０．８７５６８ １．０５１９１

表６―１６ 競争者価格指数の例

韓国が台湾市場で直面する競争者のオファー
価格：連鎖方式，フィッシャー型（一部）

日本が台湾市場で直面する競争者のオファー
価格：連鎖方式，フィッシャー型（一部）

（出所） 筆者による推計。

（コラム）R２ to BEC

その後，１９７９年以降をカバーするSITC-Rev．２（R２）とBECとの対照表

（１８６０品目）も国連から公表された（R３は１９８８年以降をカバー）が，これを

用いて同様の価格指数算出を行ってみたところ，対象品目が少なかったり個

別品目価格の動きが不安定だったりすることもあり，満足な集計結果を得る

ことができなかった。

一部の国についてはR２とR３の両方からBEC 分類の価格指数を作成す

ることができたが，双方で共通の期間について比較してみると，たとえば以

下のようになり，とうてい両系列を接続して使うのは無理そうに思われる。
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no. SITC-R2 BEC . no. SITC-R2 BEC

１ C００１１１ ４１ ・ ・ ・

２ C００１１９ １１１ １８５５ C９５１０６ ２２

３ C００１２１ １１１ １８５６ C９５１０９ ２２

４ C００１２２ １１１ １８５７ C９６１０ ２２

５ C００１３ ４１ １８５８ C９７１０１ ２２

６ C００１４１ １１１ １８５９ C９７１０２ ２２

・ ・ ・ １８６０ C９７１０３ ２２

図６―２（参考）SITC−R２と R３からの BEC再集計価格指数（米国・最終財輸入価格）

（出所） 筆者作成。

表６―１７ SITC-R2と BECの変換表

（出所） 筆者作成。

これは対象品目の多そうな米国の最終財輸入価格指数（ラスパイレス型）

を，双方とも２０００年＝１とした指数に換算したものである。より品目数の少

ない国・財種についてはR２から再集計したBEC分類での価格指数自体が上

記の理由からほとんど計算されない場合もあり，事実上R３のカバーする１９８８

年以降しか対象期間とできないという制約の主要因となっているのである。
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おわりに

本章ではマクロ計量モデルの一つの応用例として，複数の国のモデルを

貿易を通じて相互に接続することにより全体として一つの大きなモデルを

構築し，そこに含まれるすべての方程式に整合的な解を求めたい，という

要請から生まれた概念である「貿易リンクモデル」を解説してきた。本章

は理論的背景というよりはむしろ，計量モデル，リンクモデルを実際に構

築してきた経験に基づく実用的な観点からの記述が多くなっている。興味

のある方は章末に掲げた文献類を参考にマクロ計量モデルやリンクシステ

ム構築への挑戦を楽しんでいただきたい。

本書の冒頭にも述べているように，マクロ計量モデル（それはリンクモデ

ルの一部を構成するものである）は，それ自体が条件や目的に合わせて変化し

ていくものである。一つの国モデルに変更が加えられれば，それは全体と

してのリンクモデルにも変更が加わったことになる。各国モデルに「最終

型」がない（進化する可能性を常に秘めている）のとまったく同様にリンクモ

デルにも最終型は存在しない。

現在のリンクモデル（とその「部品」としての各国モデル）も今後，種々の

改訂を経ていくことは当然計画されているので，半年後，一年後には現バー

ジョンとはまた一味異なったものとなっているであろう。

〔注〕
�１ これらモデルの中にはユーロ圏全体をひとつの「国」として取り扱ったモデルが
ある。また，議論の必要性から ASEAN加盟国それぞれのモデルを構築してその合計
をみるといったことをせず，全体でひとつの「国」とみなしたモデルなども想定で
きる（Uemura（２０００；２００１）など）。

�２ 数少ない実例として，大西（１９９８）の京大モデルで「投資リンク」を行っている。
�３ Uemura（２０００）および Uemura（２００１）ではこの手法による分析を行っている。
�４ 若干テクニカルな話になるが，自国からの輸入（マレーシアの例でいえばmb１mys
など）もこの形式で変数を定義し，数値はすべて０を入れておくことにより，「世界
全体からの輸入」を定義する式を国によって別々に用意する必要がなくなる点も実

務上便利である（mb１wld＝�
i∈all

mb１cntryi
と定義しておくことができる）。

�５ 非関税障壁についても何らかの方法で関税に読み替えることができれば，以下の
分析は同様に行える。
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�６ わざわざ「基本的に」と断っているが，左辺変数の１期ラグ項が説明変数に附加
される場合や右辺第２項が輸入価格指数単体となる場合があるからであり，本質的
な問題ではない。

�７ 野田・深尾（２００８）では HS分類データを用いた BEC分類別価格指数を算出して
いるが，HS → SITC-R３ → BECという，一旦 SITCを経由した変換を行っている。
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